事　務　執　行　概　要
総務・企画グループ
１　庶務事務について
　　室の一般庶務事項を掌るとともに、室の諸給与、物品購入管理事務のほか、室業務の連絡調整等に関する事務を行い、事務業務の適切な執行に努めた。
２　企画調整事務について
　　生鮮食料品等の流通に関し、室内、関係他室課及び関係機関との企画連絡調整のほか、室内他グループに属さない事項に関する事務事業の円滑な推進と運営に努めた。
３　米穀の流通監視業務について
「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（食糧法）」及び「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（米トレーサビリティ法）」に基づき、用途限定米穀の流通の適正化等及び米穀等の産地伝達や表示の適正化に努めた。
４　災害救助用食料備蓄事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　　度
	区　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	2,485
	0
	2,485

	
	決算額
	0
	0
	2,485
	0
	2,485

	３０
	予算額
	0
	0
	2,485
	0
	2,485

	
	決算額
	0
	0
	2,485
	0
	2,485

	元
	予算額
	0
	0
	2,508
	0
	2,508

	
	決算額
	0
	0
	2,508
	0
	2,508


　　特定財源（その他）：災害救助基金繰入金
根拠法令等：災害救助法、大阪府地域防災計画
　災害発生時における食料の確保を図るため、主食である精米及び最低限必要な副食品である漬物の備蓄体制の整備を行った。
・精米保管費用負担金　　　　2,508千円
・保管量の内訳　　　　　　　精米　　　984トン＝82万人×200ｇ×３食×２日分
　　　　　　　　　　　　　　漬物　　　 18トン＝90万人×20g×１食×１日分
· 漬物は、平成８年度購入分を引き続き備蓄した。
・米穀備蓄業者　　株式会社大阪第一食糧　ほか５社
平成31年４月～令和２年３月　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン）

	卸売業者名
	倉庫等名称
	倉庫等所在地
	精米保管量

	株式会社大阪第一食糧
	泉佐野工場
	泉佐野市
	208

	幸南食糧株式会社
	本社倉庫
	松原市
	440

	幸福米穀株式会社
	本社倉庫
	枚方市
	 120

	株式会社丸三
	本社倉庫
	東大阪市
	150

	株式会社勝山商店
	本社倉庫
	富田林市
	8

	ライスフレンド株式会社
	津田物産大東流通センター
	大東市
	58

	合　　　　　計
	984


５　乳業関係事業について
（1） 加工原料乳生産者補給交付金等交付業務の受託

畜産経営の安定に関する法律に基づく「加工原料乳生産者補給制度」の円滑な実施のため、
独立行政法人農畜産業振興機構から委託を受け、加工原料乳の用途別取引数量の算出等を実施した。

（単位：千円）
	年　度
	区　　　分
	財　　源　　内　　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	274
	0
	274

	
	決　算　額
	0
	0
	148
	0
	148

	３０
	予　算　額
	0
	0
	274
	0
	274

	
	決　算　額
	0
	0
	146
	0
	146

	元
	予　算　額
	0
	0
	274
	0
	274

	
	決　算　額
	0
	0
	166
	0
	166


　　特定財源　：加工原料乳生産者補給金交付業務受託金
　　根拠法令等：畜産経営の安定に関する法律
                加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託要綱

	
	２９年度
	３０年度
	元年度

	府内供給価格（円／200cc）
	ビン52.16

紙　50.56
	ビン52.33

紙　51.84
	ビン54.91

紙　54.09

	保護者負担額（円／200cc）
	ビン51.07
紙　50.54
	ビン51.34
紙　51.84
	ビン53.76
紙　53.64

	供給本数（千本）
	104,864
	103,604
	97,646

	供給学校数（校）
	1,474
	1,436
	1,430


（２）学校給食用牛乳供給事業

　　根拠法令等：酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律


学校給食用牛乳供給対策要綱


大阪府学校給食用牛乳供給対策要綱
　　牛乳を学校給食用に年間継続して計画的に、かつ効率的に供給するため、供給事業者の選定及び　　価格の決定等を行った。
６　食品ロス削減対策の取組について
　

（単位：千円）
	年　度
	区　　　分
	財　　源　　内　　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３０
	予　算　額
	3,020
	0
	0
	949
	3,969

	
	決　算　額
	1,603
	0
	0
	804
	2,407

	元
	予　算　額
	3,020
	0
	0
	949
	3,969

	
	決　算　額
	2,746
	0
	0
	467
	3,213


（１） 食品ロス削減対策検討事業

　　事業者における食品ロス削減の取組み拡大方策について検討した。
令和元年度事業実績

・７事業者に対しアドバイザーを派遣し、対策を助言
　　・食品ロス削減に役立つ先進技術をテーマに、セミナー（事業系）を開催（令和元年10月３日）

（２）消費者行動促進支援事業
　　事業者における取組みを促進し、府域全体での食品ロス削減の機運醸成をはかるため、事業者と共に啓発活動等を実施した。

　　令和元年度事業実績
・食品ロス削減ネットワーク懇話会を開催（令和元年８月20日、令和２年２月10日）

・レシピや収納方法、整理整頓等を掲載したリーフレット「今日からはじめる冷蔵庫革命」を作成
・10月食品ロス削減月間において、市町村と連携し、イベント等で府作成のポスターやチラシ、リーフレットを用いたPRを実施
・10月30日の食品ロス削減の日に、パートナーシップ事業者６者と連携し、府内ショッピングセンターにおいてイベント「みんなで減らそう身近な食品ロス」を開催
・飲食店の食品ロス削減をテーマに、セミナーを開催（令和２年１月23日）

・飲食店における食べ残しに着目し、“持ち帰り”の実証事業を実施     
市場グループ
１　中央卸売市場の整備及び指導について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予   算   額
	0
	0
	0
	88,064
	88,064

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	88,064
	88,064

	３０
	予   算   額
	69,551
	0
	0
	164,578
	234,129

	
	決   算   額
	6,930
	0
	0
	164,578
	171,508

	元
	予   算   額
	671,478
	0
	0
	121,531
	793,009

	
	決   算   額
	62,621
	0
	0
	121,458
	184,079


※国庫の差額については翌年度へ繰り越し

（１）大阪府中央卸売市場の指導
　昭和53年5月8日に業務を開設した大阪府中央卸売市場の適正かつ健全な運営を図り、府民に対する生鮮食料品の円滑かつ安定的供給に資するため指導を実施した。
（２）大阪市中央卸売市場の整備
　大阪市中央卸売市場について、国庫を活用し、整備支援を実施（平成３０年度～令和６年度）
２　地方卸売市場の指導監督等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予   算   額
	0
	0
	36
	2,742
	2,778

	
	決   算   額
	0
	0
	4
	1,687
	1,691

	３０
	予   算   額
	104,690
	0
	36
	2,742
	107,468

	
	決   算   額
	43,634
	0
	0
	2,076
	45,710

	元
	予   算   額
	60,746
	0
	12,008
	1,290
	74,044

	
	決   算   額
	40,381
	0
	11,973
	1,053
	53,407


（１）地方卸売市場の指導監督
  　　地方卸売市場の適正かつ健全な運営を図るため、開設者、卸売業者に指導を行った。
　　・対　　象　　開設者、卸売業者
　　・期　　間　　平成31年4月～令和2年3月
　　・市場数　　18市場
　　・根拠法令　　卸売市場法、大阪府地方卸売市場条例
（２）地方卸売市場に対する情報提供
　　　府内の卸売市場及び業界関係者に対し、卸売市場業務に関係する情報提供を実施した。

（３）被災市場に対する補助

　　　台風による被害を受けた地方卸売市場に対し、国庫を活用し支援を実施。
３　食肉流通施設整備推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予   算   額
	0
	0
	20,601
	0
	20,601

	
	決   算   額
	0
	0
	20,601
	0
	20,601

	３０
	予   算   額
	0
	0
	22,130
	0
	22,130

	
	決   算   額
	0
	0
	22,130
	0
	22,130


	元
	予   算   額
	0
	0
	25,042
	0
	25,042

	
	決   算   額
	0
	0
	25,042
	0
	25,042


　特定財源：食肉流通施設整備推進事業雑入
　　　　　　　　食肉流通の合理化と食肉の安定供給を図るため、地権者と連携し食肉流通施設の用地を運営主体に貸付けた。
４　食肉安定供給事業運営資金貸付金回収整理事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	10,861
	10,861

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	675
	675

	３０
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	2,016
	2,016

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	1,665
	1,665

	元
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	16,101
	16,101

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	13,614
	13,614


平成１４年４月に契約締結し貸付けた食肉安定供給事業運営資金については、平成２５年４月１日に第１回目の返済期日が到来したが、貸付金が償還されず督促を行っても滞納が継続したことから、府議会の議決を経て貸付金返還請求訴訟を提起、府勝訴判決を受け、これまで担保権の執行等により債権の一部を回収した。
当該年度については、土地・建物の一括売却による債権回収に向け、境界測量や土地利用計画の検討及び各種調査(PCB・アスベスト等)を行った。
【訴訟の概要】
名　称　　貸付金返還請求訴訟

趣　旨　　貸付金２５億３９００万円及び遅延利息の支払いを求める

債務者　　南大阪食肉市場株式会社

・金　額　　２５億３９００万円

・返済条件　１０年据置、無利息、１０年間元金均等償還

【訴訟の経過】

平成２５年１２月　４日　大阪地方裁判所へ提訴

平成２６年　９月　４日　地裁判決(府勝訴)

平成２７年　１月３０日　高裁(控訴審)判決(府勝訴確定)
ブランド戦略推進グループ
１　大阪産（もん）ブランド向上事業

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予   算   額
	0
	0
	0
	2,252
	2,252

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	1,728
	1,728

	３０
	予   算   額
	0
	0
	0
	2,252
	2,252

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	1,668
	1,668

	元
	予   算   額
	0
	0
	0
	2,271
	2,271

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	1,664
	1,664


（１） 大阪産（もん）全国魅力発信事業

東京の百貨店等でPR販売を実施し、首都圏での需要創出を図った。

　令和元年度事業実績

◆東京の百貨店等での大阪産（もん）PR販売
・東京都庁（6/4～6/7）

・小田急百貨店新宿店（7/5）

（２） 大阪産（もん）消費拡大加速化事業

大阪産（もん）の率先購入につなげていくため、大阪産（もん）の販売店や飲食店を増やしていくとともに、付加価値の高い大阪産（もん）のＰＲと利用拡大を呼びかけ、大阪産（もん）の消費拡大を図った。

　　令和元年度事業実績

◆大阪産（もん）の利用拡大・ＰＲ

・松坂屋高槻店での大阪産（もん）のＰＲ販売（10/2～10/8）

・大阪産（もん）Twitterの開始によるＰＲ強化

・訪問大使等への大阪産（もん）名品贈呈によるＰＲ（6回）

◆大阪産（もん）ＰＲ大使による認知度向上
・食の都・大阪グランプリ（主催：「食の都・大阪」推進会議）

　ハイヒールモモコ氏に特別審査員を委嘱、大阪産（もん）特別賞授与

・大阪産（もん）名品認証式

ハイヒールモモコ氏がＰＲ大使として出席

（３） 大阪産（もん）戦略品目需要創造事業

大阪産（もん）戦略品目である大阪ぶどう（デラウェア）の輸出を促進するため、日本ぶどう産地協議会に加入し、府内の生産者団体と連携してマレーシアへのデラウェアのリレー出荷の実証試験を行った。

２　大阪産（もん）戦略的輸出促進事業（新規）

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予   算   額
	5,528
	0
	0
	5,528
	11,056

	
	決   算   額
	3,754
	0
	0
	3,779
	7,533


（特定財源：地方創生推進交付金）

アジア市場等の需要を取り込んで農林水産業・食品産業の成長産業化を図ることを目的に、大阪産(もん)を海外に情報発信するとともに、販路開拓や競争力強化をサポートし、事業者が自律的に海外展開やインバウンド対応を拡大していくための環境整備を図った。
事業概要　
　　◆トッププロモーション及び有望市場への企業ミッション団派遣
（8/7～10 マレーシア・クアラルンプール 10事業者）

　　　・大阪産（もん）プロモーションセミナーinマレーシア及び食材提案会

　　　・大阪産商談会inマレーシア
　　　・マレーシア現地企業との意見交換会
　　　・現地小売店舗（伊勢丹KLCC）での関西物産展
　◆海外における大阪産(もん)フェア
　　　・日本食レストランでの大阪産（もん）食材フェア　（8/25～9/1　マレーシア・クアラルンプール）
　　　・日系小売店舗での大阪産（もん）フェア　（3/23～4/5　マレーシア・クアラルンプール）
　　◆海外バイヤー招聘による府内産地視察と生産者等とのマッチング支援
　　　・大阪産（もん）海外バイヤー招へい商談会及び産地視察　（6/13、14　大阪府内　12事業者）
　　　・マレーシア日系小売企業の府内産地視察　（11/28　大阪府内　5事業者）
　　　・海外バイヤー招へい商談会及び企業訪問　（2/19　大阪府内　7事業者）
　　◆インバウンドに向けた大阪産（もん）プロモーション
　　　・関西国際空港でのインバウンド向け大阪産（もん）プロモーション（8/19～31）
　　　・大阪城公園でのインバウンド向け大阪産（もん）プロモーション（11/2、3）
　　◆地域商社等と連携した海外バイヤー向け需要調査（マレーシア向け）
　　　・デラウェア（輸出量　2,400㎏）、泉州玉ねぎ（輸出量　700㎏）
　　◆輸出セミナーの開催（商談スキル、マーケット情報、越境EC活用等）
　　　・「農林水産物・食品」輸出商談スキルセミナー、輸出商社との個別相談会
（1/24大阪市 事業者）
３　大阪食品産業振興事業（新規）

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予   算   額
	0
	0
	0
	11,012
	11,012

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	4,889
	4,889


2019年G20大阪サミット及びサミット関連事業での大阪産（もん）の積極的な活用を図り、延べ115品目が採用された。
事業概要　
　　◆G20大阪サミット及びサミット関連事業、他
　　　・G20大阪サミット大阪産（もん）食材提案会（4/16　大阪市内　10事業者）
　　　・大阪食品産業振興事業補助金の交付
４　特定農産加工業経営改善資金融資事業
農産加工品等の輸入に係る情勢の著しい変化に対処し、特定農産加工業者の経営の改善を促進するため、特定農産加工業経営改善臨時措置法（平成元年法律第65号）に基づき、経営改善、事業提携に係る計画を承認した。

根拠法令等：特定農産加工業経営改善臨時措置法
計画の主な内容
◆　事業の転換
◆　新商品又は新技術の研究開発又は利用
◆　事業の合理化その他経営の改善を図るのに必要な措置
◆　事業の提携（生産、保管、販売、新商品の研究開発の共同化又は合併等）
計画書の主な記載内容
◆　経営改善、事業提携の目標
◆　計画の内容、実施時期
◆　計画実施に係る資金額と調達方法及び人員配置

[image: image1]
過去３年間の承認件数と承認金額
	年度
	計画
	計画承認件数（件）
	承認金額（千円）

	
	
	新規
	変更
	合計
	新規
	変更(差額)
	合計

	29
	経営改善
	３ 
	1 
	４ 
	815,344 
	112,120 
	927,464 

	
	事業提携
	０
	０ 
	
	0 
	0 
	

	30
	経営改善
	２
	０
	２
	841,644
	0
	841,644

	
	事業提携
	０
	０
	
	0
	0
	

	元
	経営改善
	６
	２
	８
	10,086,562
	201,252
	10,287,814

	
	事業提携
	０
	０
	
	0
	0
	


産業連携グループ
１　６次産業化の促進

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予   算   額
	13,219
	0
	0
	0
	13,219

	
	決   算   額
	9,424
	0
	0
	0
	9,424

	３０
	予   算   額
	85,249
	0
	0
	0
	85,249

	
	決   算   額
	15,971
	0
	0
	0
	15,971

	元
	予   算   額
	43,593
	0
	0
	0
	43,593

	
	決   算   額
	30,330
	0
	0
	0
	30,330


特定財源　：食料産業・６次産業化交付金、農山漁村６次産業化対策事業補助金 

根拠法令等：食料産業・６次産業化交付金実施要綱、農山漁村６次産業化対策事業実施要綱、大阪府６次産業化ネットワーク活動推進事業補助金交付要綱
大阪府内の農林漁業者等の６次産業化への取組をサポートするため、業務委託により「大阪産（もん）６次産業化サポートセンター」を設置、「人材育成研修会」を開催した。

また、大阪府内の農林漁業者と地域の様々な事業者等がネットワークを形成する取組み、そのネットワークを活用した新商品開発や施設整備、販路開拓の取組みについて支援した。

２　農水産物消費拡大事業
（千円）　
	年度
	区　　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３０
	予　算　額
	20,969
	0
	0
	0
	20,969

	
	決　算　額
	1,631
	0
	0
	0
	1,631

	元
	予　算　額
	5,899
	0
	0
	0
	5,899

	
	決　算　額
	2,529
	0
	0
	0
	2,529


特定財源　：食料産業・６次産業化交付金
根拠法令等：食料産業・６次産業化交付金実施要綱、大阪府農水産物消費拡大事業補助金交付要綱
市町村や民間団体等が行う地産地消の推進や食文化の継承などの食育活動を支援することにより、大阪産農水産物の利用促進、消費拡大を図った。
３　食品産業育成事業
（千円）　
	年度
	区　　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	607
	607

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	458
	458

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	607
	607

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	442
	442

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	607
	607

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	476
	476


府内食品産業関係団体への指導等を通じ、府内食品産業の健全な発展を図った。

（１）食品産業振興事業　
大阪の食の魅力を全国に発信し、府内食品産業の振興を図るため、「大阪産(もん)」及び「大阪産(もん)名品」認証制度を運用し、イベント等を通じてＰＲに努めた。

◆大阪産(もん)

大阪府内で収穫・生産される農林水産物と、これらを原料とした加工食品

令和元年度末認証数　　８８７事業者

◆大阪産(もん)名品

使用原材料の原産地にかかわらず、大阪の特産にふさわしい個性や特徴を有する加工食品

令和元年度末認証数　　１５３事業者　３６３商品

４　グローバル産地づくり推進事業
（千円）
	年度
	区　　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予　算　額
	12,000
	0
	0
	0
	12,000

	
	決　算　額
	8,058
	0
	0
	0
	8,058


特定財源：農林水産物・食品輸出促進対策事業補助金

根拠法令等：大阪府補助金交付規則

グローバル産地への転換を図るため、醸造用ぶどうの生産拡大を図るとともに、海外ニーズを捉えた戦略的な販路開拓により府内産ワインの輸出拡大を支援した。

＜対象業種＞


○指定業種（法第２条第２項により農林水産省令で定める業種）


　・かんきつ果汁製造業・非かんきつ果汁製造業・パインアップル缶詰製造業・こんにゃく粉製造業


　・トマト加工品製造業・甘しょでん粉製造業・馬鈴しょでん粉製造業・米加工品製造業


・麦加工品製造業・乳製品製造業・牛肉調製品製造業・豚肉調製品製造業　　計12製造業





○関連業種


（法第３条第２項により農林水産省令で定める特定農産加工業者との事業提携ができる業種）


　・果実加工食品製造業（かんきつ果汁製造業･非かんきつ果汁製造業・パインアップル缶詰製造業を除く）・こんにゃく製品製造業・甘しょ加工食品製造業・馬鈴しょ加工食品製造業


・米菓製造業・みそ製造業（米又は麦使用に限る）・しょうゆ製造業


・めん製造業（小麦粉使用に限る）・パン製造業・ビスケット製造業（小麦せんべいを含む）


・冷凍冷蔵食品製造業（生乳又は乳製品を原材料としたものに限る）


・食肉調製品製造業（牛肉調製品製造業及び豚肉調製品製造業を除く）　　計12製造業
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